
信州大学・学術研究院教育学系・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１３６０１

挑戦的研究（萌芽）

2019～2017

教職課程コア・カリキュラムと教員育成指標を繋ぐ教職大学院の教育内容の可能性

Possibility of professional school for teacher education which connects teacher 
training core curriculum and teacher training index

００３６２０８８研究者番号：

伏木　久始（FUSEGI, HISASHI）

研究期間：

１７Ｋ１８６２１

年 月 日現在  ２   ７   ６

円     4,800,000

研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、新規に設定された「教職課程コア・カリキュラム」を踏まえた教
員養成カリキュラムと、都道府県教育委員会により策定された教員育成指標の両者を連結させて、教師教育にお
ける養成・採用・研修の一体的改革モデルを提案することである。
　初年度は信州大学の教員養成カリキュラムを再編成するとともに、教員育成指標に即した研修体系づくりを、
地元の教育委員会と共同作成した。２年目は初任研と10年研に該当する研修講座を教職大学院の授業の一環とし
て試行実践した。３年目は長野県総合教育センターと信州大学教職大学院との連携講座を企画・運営・実践した
ほか、チーム演習方式の教員研修の教育的効果を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to propose an integrated reform model of 
training, recruitment and training in teacher education. It will be a model created by linking both 
the teacher training curriculum based on the newly established "Teacher Course Core Curriculum" and 
the teacher development index established by the Prefectural Board of Education.
In the first year, we reorganized the teacher training curriculum at Shinshu University, and jointly
 created a training system in accordance with the teacher training index with the local board of 
education. In the second year, we practiced the training courses corresponding to the first and 
tenth years as part of the teaching graduate school class. In the third year, we planned and 
practiced a collaborative course between Nagano Prefectural Education Center and Shinshu University 
Graduate School of Education. In addition, it revealed the educational effect of teacher training 
exercises by the ongoing seminar system based on family team.

研究分野： 教育学、教師教育学

キーワード： 教員育成指標　教職コアカリキュラム　養成－採用－研修の一体化
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　教職課程コア・カリキュラムに即して再編成した大学の教員養成カリキュラムと長野県教員育成指標との接続
を踏まえた教員研修体系を協議する連携組織を設置することができた。それにより、初任研に該当する研修講座
と10年研を想定した研修プログラムを教職大学院の授業の一環として試行実践できた。それらの知見を生かし、
長野県総合教育センターと信州大学教職大学院との連携講座を企画・運営・実践できた。また、チーム演習方式
の教員研修の有効性を明らかにすることができた。
　以上の研究成果は、地方の教育委員会と地方大学が「教員の養成・採用・研修の一体的改革」を協同で進める
際の有効な先行事例となった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 信州大学教育学部臨床教育推進室は，「教員養成ＧＰ」（平成 17～18 年度）や「大学院ＧＰ」
（平成 19～21 年度）等の競争的資金の採択を契機に，入学時から４年間の臨床経験科目の体系
化と充実を図るとともに，専門分野の異なる教員同士が学生指導を協働する仕組みを構築した。
さらに，卒業生である現職教員を大学に招いて教員志望の学生たちと対談する場を設定したり，
実習を終えたばかりの学生のリフレクション演習に教員 10 年経験者研修者を招いて合同カンフ
ァレンスを設けたりする授業を開発し、大学で学んだことと就職後の学校現場で直面する切実
な課題等とのギャップを軽減する教員養成カリキュラムを構築してきた。しかし、学校現場の日
常が多忙化するとともに対応の難しい保護者や地域住民との関係に悩んだり、発達障害や不登
校等の対応に混乱したりする若手教員が増え、ベテラン教員も含めて早期離職や療休に入る教
員数が毎年 5,000 人を超える今日、教員研修の在り方も改革が急務であることを痛感した。 
 そのような中で、既存の枠組みにとらわれず、大学での教員養成と教育委員会が企画する教員
研修を可能な限り融合させていくことの必要性が学内で盛んに語られるようになり、連携協力
関係にあった長野県教育委員会からも、新たな教員育成指標の構築と研修体系の再編成を求め
る声があがるようになっていった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、教育職員免許法の改訂（平成 28 年度末成立 31 年度施行）に連動して新規
に設定される「教職課程コア・カリキュラム」を踏まえた教員養成カリキュラムと、学び続ける
教員を想定して都道府県教育委員会により現在策定作業が進められている教員育成指標の両者
を、理論的・実践的に連結させて教師教育における養成・採用・研修の一体的改革モデルを提案
するとともに、そのモデルを教職大学院のカリキュラムに反映させ、教育実践を通してその改革
モデル構築方法の開発や有効性を検証する方法の開発に挑むことである。 
  
３．研究の方法 
（１）教員養成カリキュラムの再点検 
 ①教職課程コア・カリキュラムをもとに教員養成カリキュラムの見直しを行う。 
 ②長野県の現職教員に対する研修ニーズ調査を行う。 
 ③県教育委員会の担当課と協働的に研修体系の見直しを行う。 
（２）長野県教育委員会との連携の促進 
 ①教員育成指標（長野県版）を共同作成する。 
 ②長野県総合教育センターの既存の研修講座の見直しを行う。 
 ③新たな研修体系と研修プログラムを構想する。 
（３）信州大学教職大学院における実践 
 ①長野県教育総合センターと信州大学教職大学院との連携講座を新規開設する。 
 ②（同上の）連携講座を充実させる。 
 ③教育委員会が実施する研修講座を教職大学院の履修単位に互換するシステムを研究する。 
 
４．研究成果 
 
 １年目（平成 29 年度）は、教職課程コア・カリキュラムを踏まえて教員養成カリキュラムを
見直すとともに、長野県教育委員会との連携協定に基づき、教員育成指標に応じた長野県教員研
修体系を協同で検討した。それと並行して、信州大学教育学部卒業生で長野県の公立小中学校に
正規採用されている若手教員を対象とした研修ニーズ調査を実施した。研修ニーズ調査は、郵送
による質問紙調査に加え、回答を寄せてくれた卒業生有志への追加調査としての面接調査から
得られた内容も反映させた。その調査結果を通して、学校現場の多忙さや外部の研修に参加した
くても参加困難な実情をあらためて明らかにできた。特に、授業づくりのための教材研究に対す
るニーズが高いものの、そうした機会を得ることの難しさを学校現場の教員から具体的に説明
を受けることができたことは、大学側スタッフとしても貴重な調査となった。また、教職大学院
の授業の一部を、長野県教育委員会が策定する特定の教員研修講座の内容としても位置づけ、双
方に要求される水準をカバーする講習内容を理論的にも実践的にもカバーする講座として開発
する基盤づくりを行った。この成果に基づき、平成 30 年度の長野県教員研修講座の中に、「信州
大学教職大学院との連携講座」を新規開設することができた。 
 ２年目（平成 30 年度）は、その結果をふまえて長野県教員研修体系を見直すと共に、長野県
教育委員会が主催する研修講座それぞれの役割を担当講師に伝える際に、教員育成指標におけ
る位置づけを明確にした上で依頼するという全体構造の確認と研修の運営方針が定着した。ま
た、それと並行して、全国都道府県の教員育成指標を分析し、ベテラン教員にどのような役割が
期待されているのかを明らかにした。さらに、「長野県教育総合センターと信州大学教職大学院
との連携講座」を新規開設し、①校内研修、②学校カウンセリング、③総合的な学習の時間、④
少人数学級の授業づくりの４本を試行実践することができた。このうち④については、「中山間
地域の良さを生かす授業づくり ～新しい学びの創造～」として、次年度のモデル講座として開
講する準備ができた。 
 ３年目は教員養成カリキュラムと育成指標を統合した教師力育成モデルとして、長野県総合



教育センターと信州大学教職大学院との連携講座を実践し、加えて「チーム演習」方式の教育効
果を具体的な実践を通して検証した。 
 本研究を通して、教職課程コア・カリキュラムに即して再編成した信州大学教育学部の教員養
成カリキュラムと長野県教員育成指標との連携を意図した教員研修体系を、地元の教育委員会
と協議する組織を設置することができた。それにより、初任研に該当する研修講座と 10 年研を
想定した研修プログラムを教職大学院の授業の一部として試行実践できた。それらの知見を生
かし、長野県総合教育センターと信州大学教職大学院との連携講座も新たに企画・運営および実
践することができた。また、信州大学教職大学院において実践しているチーム演習方式の教員研
修の有効性を明らかにすることができた。 
 以上のような本プロジェクトの研究成果は、地方の教育委員会と地方大学が協同で取り組む
「教員の養成・採用・研修の一体的改革」を構築していく上での基礎的な連携方式の具体的なモ
デルとして示すことができたと考えている。また、この３年間のプロジェクトを通して、教員の
研修履歴の確認と管理に大きな課題があることが明らかになった。今後は研修履歴のオンライ
ン化を目指すとともに、教員それぞれの個性を活かし、多様性を尊重する方向性を明確にした教
員育成指標の改訂を視野に入れて本プログラムを実質的に継続していく。 
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